
 
 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに 

2014 年４月より、消費税率が現行の５％から８％に引き上げられるが、これを受けて、

広範囲な業種において“駆け込み需要”が発生している。駆け込み需要は、昨年 10～12月

期から今年１～３月期にかけて、消費財を中心に発生のピークを迎えると考えられ、国内

向け出荷量は相当に盛り上がるものとみられる。 

その一方で、消費税増税後には、駆け込み需要の反動に加えて、増税に伴う実質所得の

減少を反映した個人消費などの減退により、国内向け出荷量についてはある程度の落ち込

みが避けられないであろう。 

このように出荷量の大きな変動が予測されることに加え、昨年秋頃よりトラックやドラ

イバーの不足が顕在化しつつあることもあって、物流事業者などはトラックやドライバー

の適正な配置に関して非常に苦慮しているものと推察される。そこで、日通総合研究所で

は、こうした変動の大きさを大まかながら定量的に把握することを目的に、荷主企業に対

してアンケート調査を実施した。 

アンケート調査は、昨年 12 月初旬に、荷主企業（製造業、卸売業）2,500 事業所に対し

て実施し、1,032事業所から回答を得た（回収率は 41.3％）。 

 

１．消費税増税を見越した駆け込み需要の発生に伴う国内向け出荷量の変化 

【駆け込み需要は 2014年１～３月期がピーク】 

消費税増税を見越した駆け込み需要の発生に伴い、国内向け出荷量が「増加した」とい

う事業所数をみると、2013 年４～６月期および７～９月期では、それぞれ 31 件（3.0％）、

64 件（6.2％）と少なく、８割以上が「影響はない」と回答している。 

しかし、10～12月期においては「増加する見込み」が 205件（19.9％）となり、2014年

１～３月期では 407件（39.4％）と約４割に達している。なお、１～３月期においては、「不

明」との回答も 240 件（23.3％）あり、動向を計りかねている事業所も相当数あることが

分かる。 

駆け込み需要の発生に伴う国内向け出荷量の増加率（前年比）についてみると、各期と

も「10％未満」という事業所が 50％前後、「10％以上 20％未満」という事業所が３割強と

なっているが、「20％以上」という事業所も５％前後ある。 

【10～12月期までは生産財、投資財が中心、１～３月には消費財も】 

駆け込み需要の発生に伴い、2013年 10～12月期に国内向け出荷量が「増加する見込み」

と回答した事業所を業種別にみると、「化学・プラスチック」（26件）、「木材・家具」「電気

機械」「その他の製造業」（各 22 件）、「一般機械」（21 件）、「輸送用機械」（19 件）、「鉄

鋼・非鉄」（17件）などが多く、生産財や投資財を中心に駆け込み需要が発生しているもの

と推測される。 
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また、2014 年１～３月期では、「化学・プラスチック」（51 件）、「その他の製造業」（37

件）、「一般機械」「電気機械」（各 36件）、「輸送用機械」（34件）、「食料品・飲料」（30件）

などが多く、生産財や投資財に加えて、消費財においても駆け込み需要が発生するものと

見込まれる。 

図．１ 駆け込み需要の発生に伴う国内向け出荷量の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．国内からの原料・中間財・製品などの仕入れ量（入荷量）の変化 

消費税増税を見越した駆け込み需要の発生に伴う、国内からの原料・中間財・製品など

の仕入れ量（入荷量）の変化についてみると、「今年度上期において、すでに仕入れ量を

増やしている」と回答した事業所は 37 件（3.6％）と少ないものの、「今年度下期におい

て、仕入れ量を増やす予定である」との回答は 198件（19.2％）と比較的多い。 

一方、「とくに仕入れ量を増やす予定はない」が 583件（56.5％）と最も多く、「不明」

が 205件（19.9％）、「その他」（注：「検討中」「１月に判断する」など）が 15件（1.5％）

となっている。 

駆け込み需要の発生に伴い、「上期に仕入れ量が増加した」と回答した事業所を業種別に

みると、「木材・家具」（９件）、「化学・プラスチック」「一般機械」（各６件）などが多い。

また、「下期に仕入れ量を増やす予定」と回答した事業所を業種別にみると、「化学・プラ

スチック」（25件）、「その他の製造業」（24件）、「電気機械」（19件）、「一般機械」（17件）、

「輸送用機械」（16件）などが多くなっている。 

図．２ 駆け込み需要の発生に伴う国内からの仕入れ量（入荷量）の変化 
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３．来年度における国内向け出荷量の見通し 

来年度（2014年度）における国内向け出荷量の見通しについては、「出荷量の減少が見

込まれる」と回答した事業所は 68件（6.6％）と比較的少ない。今年度の出荷量と比較し

た減少率の見通しについては、10～20％の減少を見込む向きが多いが、なかには 25％減、

30％減と大幅な減少を予測している事業所もある。 

また、「現在のところ不透明な部分が多いが、出荷量が減少する可能性は否定できない」

が 472件（45.7％）と多く、「出荷量の減少が見込まれる」と回答した事業所と合わせて

半数以上の事業所が出荷量の減少を懸念していることになる。 

それ以外では、「駆け込み需要は発生していないので、出荷量は大きく変動しない見通

しである」が 273件（26.5％）、「景気の好転などを受けて出荷量は増加が期待できる」

が 64件（6.2％）、「上期は出荷量減少の懸念があるが、下期には持ち直す見通しである」

が 69件（6.7％）、「その他」（注：「輸出のウエイトが高いため影響は小さい」「公共

事業関連のため、政府の方針次第」など）が 12件（1.2％）となっている。 

なお、「不明」が 180件（17.4％）あり、消費税増税後の 2014年４～６月期以降の動向

を計りかねている事業所も多いことが分かる。 

図．３ 来年度における国内向け出荷量の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

 日通総合研究所「企業物流短期動向調査」（2013年 12月調査）によると、2013年 10～

12 月の国内向け出荷量『荷動き指数』はプラス 19と、調査を開始した 2002年以降では最

高値となった。こうした国内向け出荷量の盛り上がりは、足元における景気の好転に加え、

４月からの消費税増税を見越した駆け込み需要の発生を受けたものである。本調査結果を

みても、2013年度下期においては、多くの事業所が駆け込み需要の発生に伴う国内向け出

荷量の増加を予測している。 

 その一方で、消費税増税後においては、国内向け出荷量は一転して減少に向かう可能性

が高いと考えられるが、増税に伴う影響の大きさについては、現状では不透明である。消

費税増税が国内向け出荷量に及ぼす影響については、一定期間を経た後、再度検証してみ

る必要があろう。 
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ＫＥＹ ＷＯＲＤ    国内向け出荷量『荷動き指数』の推移 

 

日通総合研究所「企業物流短期動向調査」における国内向け出荷量『荷動き指数』の動

きをみると、2011年 10～12月実績以降水面下の推移が続いたが、2013年１～３月実績に

おいて底打ちし、４～６月実績以降は大幅な上昇に転じている。７～９月実績ではプラス

７と、2011年７～９月実績以来２年ぶりのプラスに浮上し、さらに 10～12月実績（見込み）

ではプラス 19と、本調査を開始した 2002年以降では最高値となった。なお、2014年１～

３月見通しでは３ポイントの低下が見込まれており、Ｖ字型の回復のあと、やや一服感が

みられる。 

国内向け出荷量『荷動き指数』は、前年同期比で国内向け出荷量が「増加」と回答した

事業所割合から「減少」と回答した事業所割合を引いて求めたものであり、前年同期の指

数が大きなマイナスであれば、その反動で、調査時点において『荷動き指数』が高くなる

可能性がある。実際に、１年前の 2012年 10～12月実績はマイナス 23と低迷していた。 

しかし、過去においてはさらに大きなマイナスを記録した時期がある。すなわち、リー

マンショック直後の 2009 年で、１～３月：マイナス 75、４～６月：マイナス 69、７～９

月：マイナス 56、10～12 月：マイナス 28 と、多くの事業所が出荷量の減少に見舞われて

いた。 

さらにその後の動きを追ってみると、2010年１～３月：プラス６、４～６月：プラス 14、

７～９月：プラス 15 となり、10～12月では前期より８ポイント低下してプラス７にとどま

った。すなわち、１年前における出荷量の大幅な落ち込みの反動があったにもかかわらず、

プラス 15が天井であったことになる。 

ゆえに、今回、『荷動き指数』が過去最高値を記録したことの意味は大きい。今回の『荷

動き指数』の上昇が単なる前年同期における落ち込みの反動に伴うものではなく、国内向

け出荷量の本格的な盛り上がりによるものであるからだ。言うまでもなく、足元における

景気の好転に加え、４月からの消費税増税を見越した“駆け込み需要”の発生を受けたも

のである。 
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